
第１号様式の２（第３条関係） 

 

脱炭素に向けた太陽光発電設備等導入事業費補助金交付申請書 

【個人用】 

 

                                令和７年 〇月 〇日 

 

 大分県知事 佐藤 樹一郎 殿 

 

申請者 

 （郵便番号 〇〇〇-〇〇〇〇） 

住所 大分県〇〇市〇〇町〇番〇〇 

氏名 大分 太郎 

電話番号 〇〇〇-〇〇〇〇-〇〇〇〇 

メールアドレス ○○＠○○.○○.○○ｓ 

 

 令和６年度において、下記のとおり脱炭素に向けた太陽光発電設備等導入事業を実施したいので、

脱炭素に向けた太陽光発電設備等導入事業費補助金交付要綱第３条の規定により、関係書類を添えて申

請します。 

 

記 

 

１ 事業の目的 

（記載例）自宅における二酸化炭素排出量を削減するとともに、電気料金高騰対策や災害時の電力確保

のため、自家消費型太陽光発電設備及び蓄電池を導入する。 

 

２ 交付申請額（千円未満切り捨て）  ６９２，０００円 

 

３ 事業完了予定日          令和８年１月３１日 

 

４ 添付書類 

（１）事業計画書（第２号様式の２） 

（２）収支予算書（第３号様式） 

（３）誓約書（第４号様式） 

（４）県税の滞納がないことを証する納税証明（発行後、３ヶ月以内のもの。写し可。） 

（５）申請者の確認書類 

（運転免許証の写し、住民票の写し等） 

（６）交付申請額の根拠となるもの（２社以上の見積書の写し等） 

窓口に提出した日とすること。（郵

送の場合は発送日、メールの場合は

送信日） 

添付書類を修正した場合も同様 

事業完了日とは、実績報告のための

必要書類が揃う日。工事完了日では

ないため、十分な余裕をもった日と

すること。 

本人確認書類と一致させること。

（「１丁目２番３号」→「１−２−３」

等省略した記載は不可） 



（７）設計関係書類 

 ・導入予定設備の概要が分かる書類（カタログ等） 

 ・機器配置図（太陽光パネル・蓄電池） 

（８）位置図（設置場所への案内図） 

（９）（蓄電池のみ導入する場合） 

・既存太陽光パネルの公称最大出力が分かる書類（電力受給契約書等） 

・既存太陽光発電設備の稼働開始日・売電開始日が分かる書類（電力受給契約書等） 

・既存太陽光発電設備のパワーコンディショナーの型式が分かる書類（型番の写真等） 

（１０）おおいた太陽光倶楽部入会申込書 

（１１）（代理人が申請する場合）委任状 

（１２）その他知事が必要と認める書類 

 



第２号様式の２（第３条関係） 

 

 

事業計画書【個人用】 

 

１  事業概要 

(１)実施予定場所 大分県〇〇市〇〇町〇番〇〇 

屋根の上 

(２)設備概要  

  

 

太陽光パネル 

公称最大出力合計 ６．４[kW] 

型式（メーカー） 

（Ｗ・枚数） 

○○―○○○○ 

（ ××製作所  ） 

（ ４３０Ｗ・  １５枚） 

 パワー 

コンディショナー 

定格出力合計 ５．５[kW] 

型式（メーカー） 

（ｋＷ・台数） 

○○―○○○ 

（ ××製作所      ） 

（  ５．５ｋＷ・   １ 台） 

自立運転機能 ☒有   ・  ☐無 

 

蓄電池 

定格容量 １０．２[kWh] 

型式（メーカー） 

（ｋＷｈ・台数） 

○○○―○○ 

（ △△電機     ） 

（   ５．１ｋＷｈ・  ２台） 

☒蓄電池のみ導入 

 

蓄電池 

定格容量  １０．２[kWh] 

 型式（メーカー） 

（ｋＷｈ・台数） 

○○○―○○ 

（ △△電機     ） 

（  ５．１ｋＷｈ・  ２台） 

 
パワー 

コンディショナー 

（蓄電池と併せて導

入する場合のみ記入） 

定格出力合計 ４．９[kW] 

型式（メーカー） 

（ｋＷ・台数） 

○○○―○○―○ 

（ △△電機     ） 

（ ４．９５ｋＷ・   １ 台） 

自立運転機能 ☒有   ・   ☐無 

 以下は、既存太陽光発電設備について記載すること。 

太陽光パネル 公称最大出力合計 ５．１[kW] 

パワーコンディ

ショナー 

定格出力合計 ４．５[kW] 

型式（メーカー） 

（ｋＷ・台数） 

○○○―○○―× 

（  △△電機       ） 

（  ４．５５ｋＷ・   １ 台） 

設備の設置場所を記入（太陽光パネ

ルを導入する場合は、屋根の上、カ

ーポート等具体的な場所まで記載） 

小数点第１位まで記入（２位以下切

り捨て） 

自立運転機能があるものが

補助対象 

電力需給契約書等で確認し

てください 保証書や現物のラベル等で

確認してください。 

パネル１枚の出力を記載 

赤文字：共通事項 

青文字：太陽光+蓄電池に関する事項 

緑文字：蓄電池のみに関する事項 



蓄電池設置後の既存

パワーコンディショ

ナーの取り扱い 

☐引き続き使用 

☐一部のみ使用 

使用するパワーコンディショナーの型式

（                ） 

☒すべて撤去 

稼働開始日または売電開始日 平成○年○月 ○日 

(３)その他 

 余剰電力売電の有無    ☒有   ・   ☐無 

売電予定先 ○○電力 

 

２ 補助対象経費等                      ※税抜き（単位：円） 

 
経費区分 補助事業に 

要する経費 
補助対象経費 積算内訳 備考 

太陽光発

電設備 

工事費 240,000 240,000 
設置工事 

電気工事 
 

設備費※ 950,000 950,000 
太陽光 

モジュール 
 

蓄電池 

工事費 500,000 500,000 
設置工事 

電気工事 
 

設備費※ 1,050,000 1,050,000 
蓄電池 

パワコン 
 

※「設備費」欄は、太陽光発電設備等の設備機器類を工事費に含む場合は未記入とする。 

 

３ 年間の発電量及び電力自家消費量見込み（※蓄電池のみ導入の場合は記入不要） 

①年間の発電量見込み ②年間の電力自家消費量見込み ③自家消費率（②/①×100） 

6,000kWh  2,100kWh   35％   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電力需給契約書等で確認し

てください 

「未定」でも可 

見積書内訳のうち、手引

きの別表３の補助対象経

費と一致するものを記載

すること。補助対象外経

費を含めないよう注意す

ること 

配線、部材等は

工事費に含め

ること 

発電見込み、自家消費量見込みの根拠資料は不要。ただし、

県から確認を求める場合があるため、説明できるようにして

おくこと 



４ 確認事項 

以下の事項を確認し、□に✓を入れてください。 

（全てに✓を入れた場合のみ、補助の対象になります） 

 

    導入予定設備は商用化され、導入実績があること。中古設備でないこと。 

     固定価格買取制度（ＦＩＴ）又はＦＩＰ制度の認定を取得しないこと。 

     補助事業により取得した環境価値はおおいた太陽光倶楽部に帰属すること。 

     本補助金の交付対象経費と重複して、国の他の補助金等の交付を受けないこと。 

     導入する太陽光発電設備による自家消費割合を３０％以上とすること。 

     発電事業の終了時において、適切な廃棄・リサイクルを実施すること。 

 

 



第３号様式（第３条関係） 
 

収 支 予 算 書 

 

 収入の部                            ※税抜き（単位：円） 

区 分 予算額 備 考 

補助金 ６９１，０００  

自己資金 ２，０４９，０００  

その他   

計 ２，７４０，０００  

 

 支出の部                            ※税抜き（単位：円） 

区 分 予算額 備 考 

補助対象経費 
１，１９０，０００ 

１，５５０，０００ 
太陽光発電設備 

蓄電池 

計 ２，７４０，０００  

 

（補助額計算方法） 

太陽光発電 

 パネル出力合計 ６．４ｋW ＞ パワコン出力  ５．５ｋW 

 小さい方（パワコン出力）の小数点以下切り捨て ５ｋW 

 ５ｋW×３５，０００円＝１７５，０００円 

蓄電池 

（補助対象か確認） 

 工事費５００，０００円＋設備費１，０５０，０００円＝１，５５０，０００円 

 １，５５０，０００円÷１０．２ｋWｈ（小数点一位以下は切り捨て）＝１５１，９６０円／ｋWｈ 

 １ｋWh あたり１５５，０００円以下のため補助対象 

（補助額） 

 １，５５０，０００÷３＝５１６，６６６円→５１６，０００円（千円未満切り捨て） 

太陽光１７５，０００円＋蓄電池５１６，０００円＝６９１，０００円 



第４号様式（第３、４条関係） 

誓約書 

 

 私は、下記の事項について誓約します。 

 なお、大分県知事が必要な場合には、大分県警察本部に照会することについて承諾します。 

 また、照会で確認された情報は、今後、私が、大分県知事と行う他の契約等における確認に利用するこ

とに同意します。 

 

記 

 １ 自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号） 

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 （２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

 （３）暴力団員が役員となっている事業者 

 （４）暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者 

（５）暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約 

等を締結している者 

 （６）暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者 

 （７）暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難され 

る関係を有している者 

 （８）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 

 ２ １の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は

個人ではありません。 

 

令和 ７年 ○月 ○日 

 

大分県知事 佐藤 樹一郎 殿 

 

〔法人、団体にあっては事務所所在地〕 

住 所 大分県〇〇市〇〇町〇番〇〇 

〔法人、団体にあっては名称代表者職氏名〕 

（ふりがな） おおいた たろう 

氏 名 大分 太郎 

生年月日 大正・昭和・平成 ○年 ○月 ○日 （男・女） 

法人、団体の場合は代表者住所 

 

 

本人確認書類と一致させること。

（「１丁目２番３号」→「１−２−３」

等省略した記載は不可） 

代理人に依頼する場合、名前のふり

がなを正確に伝えること 


